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●単体自己資本比率
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（単位：百万円）

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額
うち、資本金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、自己株式の額（△）
うち、社外流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イ）

コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（ロ）
自己資本
自己資本の額 （（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  （ハ）

リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（ニ）

自己資本比率
自己資本比率 （（ハ）／（ニ））

項目

1,143
-

1,143
-

-
-
-
1
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

（注）海外営業拠点を有さないため、自己資本比率は国内基準が適用されます。

経過措置による不算入額
平成28年3月期

経過措置による不算入額
平成27年3月期

〈定性的な開示事項〉
連結の範囲に関する事項

　自己資本調達手段（その額の全部又は一部が、自己資本比率告示第25条
若しくは第37条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の額に含まれる資
本調達手段をいう。）の概要は以下のとおりです。

●自己資本調達手段（平成27年3月期末）

自己資本調達手段の概要
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【普通株式】

（注１）普通株式に係る資本金及び資本剰余金の額から、純資産の部に計上された
　　　　自己株式の額を控除した額

発行主体
資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額（注１）
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率

株式会社京都銀行
普通株式

71,196百万円
71,196百万円

名称
烏丸商事株式会社

京銀ビジネスサービス株式会社
京都信用保証サービス株式会社
京銀リース・キャピタル株式会社
京都クレジットサービス株式会社
京銀カードサービス株式会社

株式会社京都総合経済研究所

主要な業務の内容
不動産管理・賃貸業務、当行役職員
への商品等斡旋業務
事務代行業務
信用保証業務
リース業務、投資業務
クレジットカード業務（DC）
クレジットカード業務（JCB、ダイ
ナース）
経済調査・研究業務、経営相談業務

●自己資本比率告示第26条の規定により連結自己資本比率を算出する対
象となる会社の集団（以下「連結グループ」という。）に属する会社と
連結財務諸表規則第5条に基づき連結の範囲（以下「会計連結範囲」と
いう。）に含まれる会社との相違点及び当該相違点の生じた原因

　　該当ありません。
　
●連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連結子会社の名称及
び主要な業務の内容
連結子会社は以下の7社です｡

●自己資本比率告示第32条が適用される金融業務を営む関連法人等の数
並びに当該金融業務を営む関連法人等の名称、貸借対照表の総資産の額
及び純資産の額並びに主要な業務の内容
　該当ありません。

　
●連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないもの及び
連結グループに属しない会社であって会計連結範囲に含まれるものの名
称、貸借対照表の総資産の額及び純資産の額並びに主要な業務の内容
　該当ありません。

　
●連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要
　連結グループ内では債務超過会社はなく、自己資本は充実しております｡
また、連結グループ内において自己資本にかかる支援は行っておりません｡

発行主体

資本調達手段の種類
（銘柄、名称又は種類）

　　その日付 （注１）

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率
償還期限の有無

株式会社京都銀行
①株式会社京都銀行　第1回新株予約権
②株式会社京都銀行　第2回新株予約権
③株式会社京都銀行　第3回新株予約権
④株式会社京都銀行　第4回新株予約権
⑤株式会社京都銀行　第5回新株予約権
⑥株式会社京都銀行　第6回新株予約権
⑦株式会社京都銀行　第7回新株予約権

515百万円
515百万円
あり
①平成50年7月29日
②平成51年7月29日
③平成52年7月29日
④平成53年8月1日
⑤平成54年7月30日
⑥平成55年7月30日
⑦平成56年7月30日

（注１）ストック・オプションの権利行使期間期日を記載しております。

【新株予約権】

【非支配株主持分】

発行主体

資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率

京都信用保証サービス株式会社
京銀リース・キャピタル株式会社
京都クレジットサービス株式会社
京銀カードサービス株式会社
株式会社京都総合経済研究所
普通株式

6,194百万円
－

（注１）金融庁の事前承認が得られた場合に、事前通知をもって償還可能。

【劣後特約付借入金】

　　その日付

発行主体
資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率　
　　単体自己資本比率
額面総額
償還期限の有無

償還等を可能とする特約の有無

　　初回償還可能日及びその償還金額（注１）

株式会社京都銀行
期限付劣後ローン

32,000百万円
32,000百万円
32,000百万円
あり
①平成33年4月1日
②平成34年9月2日
③平成35年4月30日
あり
①平成28年4月1日、全額
②平成29年9月4日、全額または一部
③平成30年4月30日、全額または一部
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●リスク管理の方針及び手続の概要
(1) 信用リスク管理の方針

当行では、保有する信用リスクを的確に把握・管理し、適切に対応
するために、「信用リスク管理規程」において信用リスク管理の基本
方針を次の通り定めております。
1.すべての与信には信用リスクが存在することを十分に認識し、個別
与信の適切な可否判断や厳格な管理を行うとともに、与信ポートフ
ォリオ全体のリスクを経常的に把握・管理する。

2.融資取引のみならず、市場取引やオフバランス取引も信用リスクを
有しており、統合的な信用リスク管理を行う。

3.個別与信の厳正な管理を行っていたとしても、与信が集中している
と環境変化等に伴い予想外の損失を被ることがあるため、過度な与
信集中の排除を行い、与信の分散を図る。

4.リスクに見合った適正な収益を確保し、長期安定的な収益性の高い
与信ポートフォリオの構築に努める。

(2) 信用リスク管理の体制
当行では、｢信用リスク管理規程｣により信用リスクの管理体制を定

め、信用リスク管理部門を営業推進部門や与信審査部門と明確に分離
した上で相互牽制態勢を整えております。また、信用リスクに関する
重要事項を審議するため、リスク統轄部担当役付取締役を委員長とす
る｢信用リスク管理委員会｣を設置し、信用リスク管理の強化に取り組
んでおります。

(3) リスクを確実に認識し、評価・計測し、報告するための態勢
与信先の財務状態、技術力、将来性等を適切かつ客観的な基準に基

づき評価するために内部格付制度の運用及び自己査定を行っており、
与信先の信用リスクを的確に把握しております。内部格付制度におい
ては、原則全ての与信先に信用状況を表す｢債務者格付｣を付与してお
ります。その格付モデルについては、有効性を定期的に検証し必要に
応じて改善を行うなど、継続的に精度向上に努めております。また、
自己査定については、資産の健全性の維持・向上のために、グループ
会社を含め、自己査定を実施し適正な償却･引当を行っております。
さらに、監査部署において、債務者格付、自己査定の運用状況及び償
却･引当の妥当性を監査しております。
また、適切かつ健全な与信ポートフォリオ構築のために、信用リス

クの計量的な分析･把握や過度な与信集中の排除を行っております。
上記の自己査定結果や信用リスク量の計測結果等を、定期的に取締

役会等に報告を行っております。
(4) 貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次の
通り計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している与信先に

係る債権及びそれと同等の状況にある与信先に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収見込額を控除
し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況には
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる与信先（以
下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち、与信先の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計
上しております。
要管理先及び破綻懸念先で、債権額から担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除した残額が一定額以上の与信先のう
ち、債権の元本の回収及び利息の受取りにかかるキャッシュ･フロー
を合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ･
フローを当初の約定利率で割り引いた金額と債権の帳簿価格との差額
を貸倒引当金とする方法（キャッシュ･フロー見積法）により引き当
てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から

算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資

産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監
査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

(5) 基礎的内部格付手法の適用除外とするエクスポージャーの性質、エ
クスポージャーを適切な手法に完全に移行させるための計画の実施

①基礎的内部格付手法を適用除外するエクスポージャー
当行では、信用リスク・アセットの額の算出にあたり原則として

基礎的内部格付手法を適用することとしておりますが、金額が僅少
であり、リスク管理の観点から個々の信用リスクを把握することの
重要性が低いと判断される一部の資産または連結子会社については
例外的に標準的手法を適用しております。いずれも自己資本比率を
算出する上では、重要な影響を与えるものではありません。
なお、会社別の適用手法は次の通りであります。

②基礎的内部格付手法を段階的に適用するエクスポージャー
該当ございません。

●標準的手法が適用されるポートフォリオについて
(1) リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

次の格付機関が付与した格付を使用し、リスク・ウェイトを判定し
ております。
株式会社格付投資情報センター（R&I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（S&P）

(2) エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する
適格格付機関等の名称
全てのエクスポージャーについて、上記4格付機関の格付を使用し

ております。
　
●内部格付手法が適用されるポートフォリオについて
(1) 使用する内部格付手法の種類

自己資本比率の算出にあたっては、基礎的内部格付手法を使用して
おります。

(2) 内部格付制度の概要
当行の内部格付制度は｢債務者格付｣、｢案件格付｣、｢プール管理格付｣、

｢パラメータ推計｣、｢リスクの計量化｣及び｢検証｣から構成されており
ます。また、内部格付制度の健全性を維持し有効性を確保するため、
債務者格付の運用状況の適切性を定期的にモニタリング（運用監視）
しております。

信用リスク

債権額のうち、担保・保証等により保全されて
いない部分（Ⅲ分類額）に対し、貸倒実績率に
より、今後3年間の予想損失額を引当
また、一部の債権については、キャッシュ・
フロー見積法により引当　
債権額のうち、担保・保証等により保全されて
いない部分（Ⅲ・Ⅳ分類額）全額を償却・引当

償却・引当方針債務者区分
償却・引当方針

正常先 債権額に対し、貸倒実績率により今後1年間の
予想損失額を引当

要注意先

要管理先

破綻懸念先

実質破綻先・破綻先

当行の貸出債権を資本的劣後ローンに転換し、これを資本とみなして債務者区分を
判定した場合で、当該ローンを資本とみなしても債務超過となるときは、当該ローンの
回収可能見込額をゼロと算定し全額を引き当てております。また、資産超過となるとき
は、キャッシュ・フロー見積法により引き当てを行っております。

債権額に対し、貸倒実績率により今後3年間の
予想損失額を引当
債権額に対し、貸倒実績率により今後3年間の
予想損失額を引当
また、一部の債権については、キャッシュ・
フロー見積法により引当

会社名

株式会社京都銀行
京都信用保証サービス株式会社
烏丸商事株式会社
京銀ビジネスサービス株式会社
京銀リース・キャピタル株式会社
京都クレジットサービス株式会社
京銀カードサービス株式会社
株式会社京都総合経済研究所

適用手法

基礎的内部格付手法
（一部の資産は標準的手法を適用）
標準的手法
（株式等エクスポージャーに関して
は基礎的内部格付手法を適用）

自己資本の充実度
●自己資本の充実度に関する評価方法の概要

当行では、保有するリスクに見合った十分な自己資本を確保すること
で、当行の業務の健全性及び適切性を維持していくことを自己資本管理
の基本方針とし、リスク資本配賦やストレステストの実施などを通じて
自己資本の充実度を評価しております。
リスク資本配賦とは、経営体力である自己資本（経過措置を適用しな

い場合のコア資本）を原資とし主要なリスク（信用リスク、市場リスク、
オペレーショナル・リスク）にリスク資本（許容リスク量）をあらかじめ
配賦することであります。リスク量（主要なリスクを計量化したもの）が
配賦された資本額に収まるようコントロールしており、算出したリスク量

を毎月のALM会議において経営へ報告する体制としております。配賦額は、
ALM会議と常務会において半期毎にリスク資本配賦方針を定める中で、
過去のリスク量実績や総合予算・業務運営方針等を考慮した予想リスク
量から決めております。
ストレステストとは、経済状況の悪化や市場環境の変化などといった

当行にとって好ましくないストレス・シナリオを設定し、当該シナリオ
におけるリスク量や自己資本への影響などを把握することであります。
当行では定期的にストレステストを実施し、自己資本のバッファ（リス
ク資本配賦されていない自己資本額）の十分性の評価や、自己資本の充
実状況の検証を行っております。

オペレーショナル・
リスク

オペレーショナル・
リスク

オペレーショナル・
リスク

自己資本
（経過措置を
　適用しない
　場合のコア
　資本） 市場リスク

信用リスク

市場リスク

信用リスク

市場リスク

信用リスク

バッファ（未配賦資本）
リスク許容限度

自己資本 配賦資本 リスク量 ストレス時のリスク量

ストレス

主要リスクに対し
資本を配賦

配賦資本内で
リスク量をコントロール

ストレス時のリスク量
を把握することでバッ
ファの十分性を評価

＜自己資本の充実度に関する評価方法の概要＞

●自己資本調達手段（平成28年3月期末）

【普通株式】
発行主体
資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額（注１）
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率

株式会社京都銀行
普通株式

71,283百万円
71,283百万円

（注1）普通株式に係る資本金及び資本剰余金の額から、純資産の部に計上された
　　　　自己株式の額を控除した額

【新株予約権】
発行主体

資本調達手段の種類
（銘柄、名称又は種類）

　　その日付 （注１）

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率
償還期限の有無

株式会社京都銀行
①株式会社京都銀行　第1回新株予約権
②株式会社京都銀行　第2回新株予約権
③株式会社京都銀行　第3回新株予約権
④株式会社京都銀行　第4回新株予約権
⑤株式会社京都銀行　第5回新株予約権
⑥株式会社京都銀行　第6回新株予約権
⑦株式会社京都銀行　第7回新株予約権
⑧株式会社京都銀行　第8回新株予約権

518百万円
518百万円
あり
①平成50年7月29日
②平成51年7月29日
③平成52年7月29日
④平成53年8月1日
⑤平成54年7月30日
⑥平成55年7月30日
⑦平成56年7月30日
⑧平成57年7月30日

（注1）ストック・オプションの権利行使期間期日を記載しております。

（注１）金融庁の事前承認が得られた場合に、事前通知をもって償還可能。
（注２）平成28年1月29日に開催した取締役会において、平成28年4月1日に
　　　　期限前償還することを決議しております。その結果、平成28年4月1日に
　　　　全額期限前償還いたしました。 

【劣後特約付借入金】
発行主体
資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）

　　その日付

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率　
　　単体自己資本比率
額面総額
償還期限の有無

償還等を可能とする特約の有無

　　初回償還可能日及びその償還金額（注1）

株式会社京都銀行
期限付劣後ローン

32,000百万円 
32,000百万円
32,000百万円
あり
①平成33年4月1日（注2）
②平成34年9月2日
③平成35年4月30日
あり
①平成28年4月1日、全額（注2）
②平成29年9月4日、全額または一部
③平成30年4月30日、全額または一部

【非支配株主持分】

発行主体

資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率

京都信用保証サービス株式会社
京銀リース・キャピタル株式会社
京都クレジットサービス株式会社
京銀カードサービス株式会社
株式会社京都総合経済研究所
普通株式

6,111百万円
－
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●リスク管理の方針及び手続の概要
(1) 信用リスク管理の方針

当行では、保有する信用リスクを的確に把握・管理し、適切に対応
するために、「信用リスク管理規程」において信用リスク管理の基本
方針を次の通り定めております。
1.すべての与信には信用リスクが存在することを十分に認識し、個別
与信の適切な可否判断や厳格な管理を行うとともに、与信ポートフ
ォリオ全体のリスクを経常的に把握・管理する。

2.融資取引のみならず、市場取引やオフバランス取引も信用リスクを
有しており、統合的な信用リスク管理を行う。

3.個別与信の厳正な管理を行っていたとしても、与信が集中している
と環境変化等に伴い予想外の損失を被ることがあるため、過度な与
信集中の排除を行い、与信の分散を図る。

4.リスクに見合った適正な収益を確保し、長期安定的な収益性の高い
与信ポートフォリオの構築に努める。

(2) 信用リスク管理の体制
当行では、｢信用リスク管理規程｣により信用リスクの管理体制を定

め、信用リスク管理部門を営業推進部門や与信審査部門と明確に分離
した上で相互牽制態勢を整えております。また、信用リスクに関する
重要事項を審議するため、リスク統轄部担当役付取締役を委員長とす
る｢信用リスク管理委員会｣を設置し、信用リスク管理の強化に取り組
んでおります。

(3) リスクを確実に認識し、評価・計測し、報告するための態勢
与信先の財務状態、技術力、将来性等を適切かつ客観的な基準に基

づき評価するために内部格付制度の運用及び自己査定を行っており、
与信先の信用リスクを的確に把握しております。内部格付制度におい
ては、原則全ての与信先に信用状況を表す｢債務者格付｣を付与してお
ります。その格付モデルについては、有効性を定期的に検証し必要に
応じて改善を行うなど、継続的に精度向上に努めております。また、
自己査定については、資産の健全性の維持・向上のために、グループ
会社を含め、自己査定を実施し適正な償却･引当を行っております。
さらに、監査部署において、債務者格付、自己査定の運用状況及び償
却･引当の妥当性を監査しております。
また、適切かつ健全な与信ポートフォリオ構築のために、信用リス

クの計量的な分析･把握や過度な与信集中の排除を行っております。
上記の自己査定結果や信用リスク量の計測結果等を、定期的に取締

役会等に報告を行っております。
(4) 貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次の
通り計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している与信先に

係る債権及びそれと同等の状況にある与信先に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収見込額を控除
し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況には
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる与信先（以
下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち、与信先の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計
上しております。
要管理先及び破綻懸念先で、債権額から担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除した残額が一定額以上の与信先のう
ち、債権の元本の回収及び利息の受取りにかかるキャッシュ･フロー
を合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ･
フローを当初の約定利率で割り引いた金額と債権の帳簿価格との差額
を貸倒引当金とする方法（キャッシュ･フロー見積法）により引き当
てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から

算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資

産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監
査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

(5) 基礎的内部格付手法の適用除外とするエクスポージャーの性質、エ
クスポージャーを適切な手法に完全に移行させるための計画の実施

①基礎的内部格付手法を適用除外するエクスポージャー
当行では、信用リスク・アセットの額の算出にあたり原則として

基礎的内部格付手法を適用することとしておりますが、金額が僅少
であり、リスク管理の観点から個々の信用リスクを把握することの
重要性が低いと判断される一部の資産または連結子会社については
例外的に標準的手法を適用しております。いずれも自己資本比率を
算出する上では、重要な影響を与えるものではありません。
なお、会社別の適用手法は次の通りであります。

②基礎的内部格付手法を段階的に適用するエクスポージャー
該当ございません。

●標準的手法が適用されるポートフォリオについて
(1) リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

次の格付機関が付与した格付を使用し、リスク・ウェイトを判定し
ております。
株式会社格付投資情報センター（R&I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（S&P）

(2) エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する
適格格付機関等の名称
全てのエクスポージャーについて、上記4格付機関の格付を使用し

ております。
　
●内部格付手法が適用されるポートフォリオについて
(1) 使用する内部格付手法の種類

自己資本比率の算出にあたっては、基礎的内部格付手法を使用して
おります。

(2) 内部格付制度の概要
当行の内部格付制度は｢債務者格付｣、｢案件格付｣、｢プール管理格付｣、

｢パラメータ推計｣、｢リスクの計量化｣及び｢検証｣から構成されており
ます。また、内部格付制度の健全性を維持し有効性を確保するため、
債務者格付の運用状況の適切性を定期的にモニタリング（運用監視）
しております。

信用リスク

債権額のうち、担保・保証等により保全されて
いない部分（Ⅲ分類額）に対し、貸倒実績率に
より、今後3年間の予想損失額を引当
また、一部の債権については、キャッシュ・
フロー見積法により引当　
債権額のうち、担保・保証等により保全されて
いない部分（Ⅲ・Ⅳ分類額）全額を償却・引当

償却・引当方針債務者区分
償却・引当方針

正常先 債権額に対し、貸倒実績率により今後1年間の
予想損失額を引当

要注意先

要管理先

破綻懸念先

実質破綻先・破綻先

当行の貸出債権を資本的劣後ローンに転換し、これを資本とみなして債務者区分を
判定した場合で、当該ローンを資本とみなしても債務超過となるときは、当該ローンの
回収可能見込額をゼロと算定し全額を引き当てております。また、資産超過となるとき
は、キャッシュ・フロー見積法により引き当てを行っております。

債権額に対し、貸倒実績率により今後3年間の
予想損失額を引当
債権額に対し、貸倒実績率により今後3年間の
予想損失額を引当
また、一部の債権については、キャッシュ・
フロー見積法により引当

会社名

株式会社京都銀行
京都信用保証サービス株式会社
烏丸商事株式会社
京銀ビジネスサービス株式会社
京銀リース・キャピタル株式会社
京都クレジットサービス株式会社
京銀カードサービス株式会社
株式会社京都総合経済研究所

適用手法

基礎的内部格付手法
（一部の資産は標準的手法を適用）
標準的手法
（株式等エクスポージャーに関して
は基礎的内部格付手法を適用）

自己資本の充実度
●自己資本の充実度に関する評価方法の概要

当行では、保有するリスクに見合った十分な自己資本を確保すること
で、当行の業務の健全性及び適切性を維持していくことを自己資本管理
の基本方針とし、リスク資本配賦やストレステストの実施などを通じて
自己資本の充実度を評価しております。
リスク資本配賦とは、経営体力である自己資本（経過措置を適用しな

い場合のコア資本）を原資とし主要なリスク（信用リスク、市場リスク、
オペレーショナル・リスク）にリスク資本（許容リスク量）をあらかじめ
配賦することであります。リスク量（主要なリスクを計量化したもの）が
配賦された資本額に収まるようコントロールしており、算出したリスク量

を毎月のALM会議において経営へ報告する体制としております。配賦額は、
ALM会議と常務会において半期毎にリスク資本配賦方針を定める中で、
過去のリスク量実績や総合予算・業務運営方針等を考慮した予想リスク
量から決めております。
ストレステストとは、経済状況の悪化や市場環境の変化などといった

当行にとって好ましくないストレス・シナリオを設定し、当該シナリオ
におけるリスク量や自己資本への影響などを把握することであります。
当行では定期的にストレステストを実施し、自己資本のバッファ（リス
ク資本配賦されていない自己資本額）の十分性の評価や、自己資本の充
実状況の検証を行っております。

オペレーショナル・
リスク

オペレーショナル・
リスク

オペレーショナル・
リスク

自己資本
（経過措置を
　適用しない
　場合のコア
　資本） 市場リスク

信用リスク

市場リスク

信用リスク

市場リスク

信用リスク

バッファ（未配賦資本）
リスク許容限度

自己資本 配賦資本 リスク量 ストレス時のリスク量

ストレス

主要リスクに対し
資本を配賦

配賦資本内で
リスク量をコントロール

ストレス時のリスク量
を把握することでバッ
ファの十分性を評価

＜自己資本の充実度に関する評価方法の概要＞

●自己資本調達手段（平成28年3月期末）

【普通株式】
発行主体
資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額（注１）
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率

株式会社京都銀行
普通株式

71,283百万円
71,283百万円

（注1）普通株式に係る資本金及び資本剰余金の額から、純資産の部に計上された
　　　　自己株式の額を控除した額

【新株予約権】
発行主体

資本調達手段の種類
（銘柄、名称又は種類）

　　その日付 （注１）

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率
償還期限の有無

株式会社京都銀行
①株式会社京都銀行　第1回新株予約権
②株式会社京都銀行　第2回新株予約権
③株式会社京都銀行　第3回新株予約権
④株式会社京都銀行　第4回新株予約権
⑤株式会社京都銀行　第5回新株予約権
⑥株式会社京都銀行　第6回新株予約権
⑦株式会社京都銀行　第7回新株予約権
⑧株式会社京都銀行　第8回新株予約権

518百万円
518百万円
あり
①平成50年7月29日
②平成51年7月29日
③平成52年7月29日
④平成53年8月1日
⑤平成54年7月30日
⑥平成55年7月30日
⑦平成56年7月30日
⑧平成57年7月30日

（注1）ストック・オプションの権利行使期間期日を記載しております。

（注１）金融庁の事前承認が得られた場合に、事前通知をもって償還可能。
（注２）平成28年1月29日に開催した取締役会において、平成28年4月1日に
　　　　期限前償還することを決議しております。その結果、平成28年4月1日に
　　　　全額期限前償還いたしました。 

【劣後特約付借入金】
発行主体
資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）

　　その日付

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率　
　　単体自己資本比率
額面総額
償還期限の有無

償還等を可能とする特約の有無

　　初回償還可能日及びその償還金額（注1）

株式会社京都銀行
期限付劣後ローン

32,000百万円 
32,000百万円
32,000百万円
あり
①平成33年4月1日（注2）
②平成34年9月2日
③平成35年4月30日
あり
①平成28年4月1日、全額（注2）
②平成29年9月4日、全額または一部
③平成30年4月30日、全額または一部

【非支配株主持分】

発行主体

資本調達手段の種類（銘柄、名称又は種類）
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額
　　連結自己資本比率
　　単体自己資本比率

京都信用保証サービス株式会社
京銀リース・キャピタル株式会社
京都クレジットサービス株式会社
京銀カードサービス株式会社
株式会社京都総合経済研究所
普通株式

6,111百万円
－
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「債務者格付」は、与信先の信用度あるいは債務履行の確実性を、
定型化･統一化した尺度で評価したうえ一定の符号によって段階的に
表すものであり、原則として当行の与信に係る全ての債務者に格付を
付与しております。また、適正な償却・引当の基礎となるものである
ことから、自己査定における債務者区分と整合的なものとしておりま
す。さらに、債務者格付は、取引先の属性により、中小企業向け、大
企業向け、ソブリン向け、個人事業主向け等があります。
｢案件格付｣は、個別の与信案件のリスクを評価した格付であり、債

務者の信用力及び担保や保証などの保全面を勘案した予測損失率に応
じて付与しております。
｢プール管理格付｣は、同一のリスク特性を持つグループ（プール区

分）単位で付与する格付であり、個人向けの消費性与信及び小規模の
事業性与信を対象としております。これらの与信ではプール管理格付
に基づき、信用リスクの把握及び管理を行っております。

資料編

ポートフォリオ
事業法人向け
エクスポージャー
金融機関等向け
エクスポージャー
株式等
エクスポージャー
特定貸付債権

ソブリン向け
エクスポージャー

居住用不動産向け
エクスポージャー
適格リボルビング型
リテール向け
エクスポージャー
その他リテール向け
エクスポージャー

内部格付制度
債務者格付

プール管理格付

付与手続の概要
取引先の財務を基にモデルによ
るスコアリング評価等を行った
上で、定性的な評価を踏まえ総
合的に勘案し格付を付与する。

ノンリコースローンなどの与信
は、対象与信毎に事業内容につ
いて定量的な評価及び定性的な
評価を総合的に勘案し格付を付
与する。
（地方公共団体・地方公営企業）
財政状態を表す指標を基に格付
を付与する。
（中央政府・政府関係機関等）
外部格付に応じた格付ランクから
定性面を踏まえ格付を付与する。
取引先ごとに格付を付与するの
ではなく、債権ごとに同一のリ
スク特性を持つグループ（プー
ル区分）に割当てる。延滞状況、
債務者特性、取引特性に基づき
付与する。

(3) ポートフォリオごとの格付付与手続の概要
当行では、個々の与信を与信先や取引の属性に応じて、以下のポー

トフォリオに区分したうえで、｢債務者格付｣の付与及び｢プール管理
格付｣への割当を行っております。

(4) パラメータの推計手続
債務者格付を付与するポートフォリオに関しては債務者格付ランク

ごとにPDの推計を行っており、プール管理格付を付与するポートフ
ォリオについては、プール区分ごとにPD、LGD、EADの推計を行っ
ております。
PDの推計に際しては、要管理先以下をデフォルトとし行内の過去

実績データを使用しております。推計値の算出にあたっては、年度毎
のPDの実績値から過去平均のPDの実績値を求め、さらに保守性を
勘案した数値を上乗せしております。ただし、債務者格付において上
位格付ランクではデフォルト実績が少ないことを考慮し、行内の過去
実績データに加え外部格付機関が公表しているデフォルト実績も勘案
しております。
LGD及びEADについても、同様に実績値から保守性を勘案し推計

しております。
また、検証においても行内の過去実績データを使用し、上記の推計

方法の適切性を確認しております。

信用リスク削減手法

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

証券化エクスポージャー

●信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
(1) 基本方針

与信にあたっては、必要に応じて担保・保証による保全措置を講じ
ております。それぞれ、与信関連の諸規程に基づいて適切に管理を行
い、適時その価値の見直しを行う仕組みを設けております。
また、自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセットの額の計算

においては自己資本比率告示に基づき｢信用リスク削減手法｣を適用し
ております。

(2) 貸出金と自行預金の相殺を用いる場合の方針及び手続の概要並びに
これを用いている取引の種類、範囲等
貸出金と預金相殺が可能な契約下にある自行預金の相殺については、

債権保全の一手段としております。信用リスク・アセットの額の算出
に際しては、担保取得していない自行の定期預金等を対象としたうえ
で、事業法人等向けエクスポージャーについて信用リスク削減手法の
効果を勘案しております。

(3) 派生商品取引及びレポ形式の取引について法的に有効な相対ネッテ
ィング契約を用いるに当たっての方針及び手続の概要並びにこれを
用いている取引の種類、範囲等
法律的な有効性を確認できる相対ネッティング契約がある場合は、

当該契約について信用リスク削減手法を適用しております。
(4) 担保に関する評価、管理の方針及び手続の概要

担保の取得、変更及び解除については、与信管理上重要な事項であ
ることから行内決裁を要する事項としており、担保の評価については
担保種類別に評価基準を定め適切な評価を行っております。また、担
保取得後においても定期的に評価の見直しを行うなど適切な管理をし
ております。

(5) 主要な担保の種類
主な担保としては、不動産担保、預金担保（総合口座担保預金を含

む）、有価証券担保、債権担保等があります。なお、信用リスク・ア
セットの額の算出に際しては、適格金融資産担保（現金、自行預金、
国債、地方債、上場株式等）、適格債権担保（商業手形等）、適格不
動産担保（土地、建物等）において信用リスク削減手法の効果を勘案
しております。適格その他資産担保（船舶、航空機、ゴルフ会員権
等）については、信用リスク削減手法の効果を勘案しておりません。

(6) 保証人及びクレジット・デリバティブの主要な取引相手の種類及び
その信用度の説明
主な保証としては一般保証や信用保証協会の保証等があります。信

用リスク・アセットの額の算出に際しては、一定の要件を満たすソブ
リン（信用度の高い国・地方公共団体・政府関係機関、信用保証協会
等）、金融機関および事業法人の保証について信用リスク削減手法の
効果を勘案しております。
なお、クレジット・デリバティブについて現在取扱はございません。

(7) 信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関する情報
信用リスク削減手法は、特定の取引先や業種等へ偏ることなく、信

用リスクは分散されております。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク
管理の方針及び手続の概要
派生商品取引には、取引の相手方が契約不履行に陥った場合に損失を

被る信用リスクが内包されておりますが、当行の体力（自己資本）や
取引相手の信用度に応じた与信限度額等を設定し管理を行うとともに、
担保による保全等を図り、信用リスクの軽減に努めております。引当金
の算定については、時価評価により算出した再構築コスト（零を下回ら
ないものとする）に対して貸出金の分類基準に準じた自己査定を行い、
そのうちⅢ分類額及びⅣ分類額に所定の損失率を乗じた額を引当金とし
て計上しております。
また、追加担保を提供する必要が発生した場合でも、当行は流動性の

高い債券等を保有しており、取引相手に追加担保が提供できる体制を

整えております。
なお、長期決済期間取引にかかる取引相手のリスクに関しては、決済

履行の可能性等について個別に判断しております。

●リスク管理の方針及びリスク特性の概要
当行は、投資家として運用の多様化を目的に、証券化エクスポージャー
（再証券化エクスポージャーを含む）に該当する証券化商品に投資してお
ります。なお、その他の目的のための証券化取引の実績はございません。
これらの証券化商品には、金利リスクや価格変動リスクといった市場リ

スクや市場の混乱等により意図した価格で換金することが困難になるリス
ク（流動性リスク）がございます。また、証券化取引においては、原資産
に係る信用リスクが優先劣後構造の関係にある２以上の階層に分割された
上で、その一部または全部が移転されるという証券化商品に特有の性質を
有するため、これを踏まえたリスク管理を行う必要がございます。
当行では、原資産の内容や証券化スキーム等につき運用部署及びリス

ク管理部署にて内包されるリスク等を十分に検討し、必要に応じＡＬＭ会
議に諮問した上で投資を行っております。

　
●自己資本比率告示第249条第4項第3号から第6号までに規定する体制
の整備及びその運用状況の概要
証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを含む）に該当

する証券化商品に対しては、リスクの状況及びパフォーマンスの評価の
ため、原資産の状況に関するデータや外部格付等の情報を継続的にモニ
タリングし、その結果を定期的にリスク管理部署へ報告する体制を整え
ております。

　
●証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に
使用する方式の名称
信用リスク・アセットの額の算出にあたっては、基礎的内部格付手法

を適用しております。
一定の基準を満たす外部格付が付与されている場合は外部格付凖拠方

式を用いて算出し、その他の場合で原資産の所要自己資本率を把握でき
るものは指定関数方式を用いて算出しております。上記以外の場合は
1,250％のリスク・ウェイトを適用しております。

　
●証券化取引に関する会計方針

当行は、投資家として証券化取引を行っておりますが、会計処理につ
いては、「金融商品に関する会計基準」及び「金融商品会計に関する実
務指針」（会計制度委員会報告第14号）に即して行っております。ま
た、評価方法につきましては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売
却原価は移動平均法により算定）により行っております。なお、グルー
プ会社では証券化取引を行っておりません。

　
●証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用す
る適格格付機関の名称
証券化エクスポージャーにおいて、株式会社格付投資情報センター

（R&I）、株式会社日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベス
ターズ・サービス・インク（Moody's）、Ｓ＆Ｐグローバル・レーテ
ィング（S&P）が付与した格付を使用し、リスク・ウェイトを判定し
ております。

｢パラメータ推計｣は、デフォルト確率（PD）、デフォルト時損失
率（LGD）及びデフォルト時エクスポージャー（EAD）の予測値を
算出（推計）することであり、この推計値を使用して自己資本比率に
おける信用リスク・アセットの額を算出しているほか、統合的リスク
管理における内部管理上の信用リスク量を計測しております。
｢リスクの計量化｣は、内部管理上の信用リスク量を計測することで

あり、潜在的な信用リスクやその変化状況、与信集中リスク状況等を
適切かつ適時に把握・管理することを目的としております。
｢検証｣は、債務者格付、案件格付、プール管理格付及びパラメータ

推計について年1回以上実施するものであり、内部格付制度の正確
性・一貫性の確保及び適切な見直しを行うことを目的としております。
検証の結果を踏まえ、必要に応じこれらの格付制度やパラメータ推計方
法の見直しやパラメータ推計値の修正を検討することとしております。

制度
債務者格付

プール管理格付

パラメータ推計

主な検証内容
格付ランクの序列精度、エクスポージャーの
集中状況、格付の遷移状況など
プール区分の有効性、プール区分内における
リスク水準の均質性など
実績値と比較した推計値の適切性、サンプル
データの適切性など

＜制度ごとの主な検証内容＞

S
A
B
C
D
E
F
G
H
I
J
K
X
Y
Z

正常先

要注意先

要管理先
破綻懸念先
実質破綻先
破綻先

高

低

債務者区分 債務者格付 案件格付 プール管理格付

債務履行
の確実性

予測損失率に
応じた格付を
付与

延滞状況、債
務者特性、取
引特性に基づ
きプール管理
格付を付与

＜内部格付制度の体系＞

債務者格付
債務者単位での格付付与（全与
信先を対象）

パラメータ推計

実績データ等に基づきPD、
LGD、EADを推計

検証

モニタリング（運用監視）

制度の適切性についての
検証を定期的に実施

プール管理格付
明細単位での格付付与（リテール
向け与信を対象）

案件格付

格付の付与

明細単位での格付付与
リスクの計量化

信用リスク量を計測

・個別与信管理
・自己査定
・金利プライシング
・自己資本比率　等への活用

・与信ポートフォリオ管理
・経営戦略　等への活用



111

資
料
編

「債務者格付」は、与信先の信用度あるいは債務履行の確実性を、
定型化･統一化した尺度で評価したうえ一定の符号によって段階的に
表すものであり、原則として当行の与信に係る全ての債務者に格付を
付与しております。また、適正な償却・引当の基礎となるものである
ことから、自己査定における債務者区分と整合的なものとしておりま
す。さらに、債務者格付は、取引先の属性により、中小企業向け、大
企業向け、ソブリン向け、個人事業主向け等があります。
｢案件格付｣は、個別の与信案件のリスクを評価した格付であり、債

務者の信用力及び担保や保証などの保全面を勘案した予測損失率に応
じて付与しております。
｢プール管理格付｣は、同一のリスク特性を持つグループ（プール区

分）単位で付与する格付であり、個人向けの消費性与信及び小規模の
事業性与信を対象としております。これらの与信ではプール管理格付
に基づき、信用リスクの把握及び管理を行っております。

資料編

ポートフォリオ
事業法人向け
エクスポージャー
金融機関等向け
エクスポージャー
株式等
エクスポージャー
特定貸付債権

ソブリン向け
エクスポージャー

居住用不動産向け
エクスポージャー
適格リボルビング型
リテール向け
エクスポージャー
その他リテール向け
エクスポージャー

内部格付制度
債務者格付

プール管理格付

付与手続の概要
取引先の財務を基にモデルによ
るスコアリング評価等を行った
上で、定性的な評価を踏まえ総
合的に勘案し格付を付与する。

ノンリコースローンなどの与信
は、対象与信毎に事業内容につ
いて定量的な評価及び定性的な
評価を総合的に勘案し格付を付
与する。
（地方公共団体・地方公営企業）
財政状態を表す指標を基に格付
を付与する。
（中央政府・政府関係機関等）
外部格付に応じた格付ランクから
定性面を踏まえ格付を付与する。
取引先ごとに格付を付与するの
ではなく、債権ごとに同一のリ
スク特性を持つグループ（プー
ル区分）に割当てる。延滞状況、
債務者特性、取引特性に基づき
付与する。

(3) ポートフォリオごとの格付付与手続の概要
当行では、個々の与信を与信先や取引の属性に応じて、以下のポー

トフォリオに区分したうえで、｢債務者格付｣の付与及び｢プール管理
格付｣への割当を行っております。

(4) パラメータの推計手続
債務者格付を付与するポートフォリオに関しては債務者格付ランク

ごとにPDの推計を行っており、プール管理格付を付与するポートフ
ォリオについては、プール区分ごとにPD、LGD、EADの推計を行っ
ております。
PDの推計に際しては、要管理先以下をデフォルトとし行内の過去

実績データを使用しております。推計値の算出にあたっては、年度毎
のPDの実績値から過去平均のPDの実績値を求め、さらに保守性を
勘案した数値を上乗せしております。ただし、債務者格付において上
位格付ランクではデフォルト実績が少ないことを考慮し、行内の過去
実績データに加え外部格付機関が公表しているデフォルト実績も勘案
しております。
LGD及びEADについても、同様に実績値から保守性を勘案し推計

しております。
また、検証においても行内の過去実績データを使用し、上記の推計

方法の適切性を確認しております。

信用リスク削減手法

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク

証券化エクスポージャー

●信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
(1) 基本方針

与信にあたっては、必要に応じて担保・保証による保全措置を講じ
ております。それぞれ、与信関連の諸規程に基づいて適切に管理を行
い、適時その価値の見直しを行う仕組みを設けております。
また、自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセットの額の計算

においては自己資本比率告示に基づき｢信用リスク削減手法｣を適用し
ております。

(2) 貸出金と自行預金の相殺を用いる場合の方針及び手続の概要並びに
これを用いている取引の種類、範囲等
貸出金と預金相殺が可能な契約下にある自行預金の相殺については、

債権保全の一手段としております。信用リスク・アセットの額の算出
に際しては、担保取得していない自行の定期預金等を対象としたうえ
で、事業法人等向けエクスポージャーについて信用リスク削減手法の
効果を勘案しております。

(3) 派生商品取引及びレポ形式の取引について法的に有効な相対ネッテ
ィング契約を用いるに当たっての方針及び手続の概要並びにこれを
用いている取引の種類、範囲等
法律的な有効性を確認できる相対ネッティング契約がある場合は、

当該契約について信用リスク削減手法を適用しております。
(4) 担保に関する評価、管理の方針及び手続の概要

担保の取得、変更及び解除については、与信管理上重要な事項であ
ることから行内決裁を要する事項としており、担保の評価については
担保種類別に評価基準を定め適切な評価を行っております。また、担
保取得後においても定期的に評価の見直しを行うなど適切な管理をし
ております。

(5) 主要な担保の種類
主な担保としては、不動産担保、預金担保（総合口座担保預金を含

む）、有価証券担保、債権担保等があります。なお、信用リスク・ア
セットの額の算出に際しては、適格金融資産担保（現金、自行預金、
国債、地方債、上場株式等）、適格債権担保（商業手形等）、適格不
動産担保（土地、建物等）において信用リスク削減手法の効果を勘案
しております。適格その他資産担保（船舶、航空機、ゴルフ会員権
等）については、信用リスク削減手法の効果を勘案しておりません。

(6) 保証人及びクレジット・デリバティブの主要な取引相手の種類及び
その信用度の説明
主な保証としては一般保証や信用保証協会の保証等があります。信

用リスク・アセットの額の算出に際しては、一定の要件を満たすソブ
リン（信用度の高い国・地方公共団体・政府関係機関、信用保証協会
等）、金融機関および事業法人の保証について信用リスク削減手法の
効果を勘案しております。
なお、クレジット・デリバティブについて現在取扱はございません。

(7) 信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関する情報
信用リスク削減手法は、特定の取引先や業種等へ偏ることなく、信

用リスクは分散されております。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク
管理の方針及び手続の概要
派生商品取引には、取引の相手方が契約不履行に陥った場合に損失を

被る信用リスクが内包されておりますが、当行の体力（自己資本）や
取引相手の信用度に応じた与信限度額等を設定し管理を行うとともに、
担保による保全等を図り、信用リスクの軽減に努めております。引当金
の算定については、時価評価により算出した再構築コスト（零を下回ら
ないものとする）に対して貸出金の分類基準に準じた自己査定を行い、
そのうちⅢ分類額及びⅣ分類額に所定の損失率を乗じた額を引当金とし
て計上しております。
また、追加担保を提供する必要が発生した場合でも、当行は流動性の

高い債券等を保有しており、取引相手に追加担保が提供できる体制を

整えております。
なお、長期決済期間取引にかかる取引相手のリスクに関しては、決済

履行の可能性等について個別に判断しております。

●リスク管理の方針及びリスク特性の概要
当行は、投資家として運用の多様化を目的に、証券化エクスポージャー
（再証券化エクスポージャーを含む）に該当する証券化商品に投資してお
ります。なお、その他の目的のための証券化取引の実績はございません。
これらの証券化商品には、金利リスクや価格変動リスクといった市場リ

スクや市場の混乱等により意図した価格で換金することが困難になるリス
ク（流動性リスク）がございます。また、証券化取引においては、原資産
に係る信用リスクが優先劣後構造の関係にある２以上の階層に分割された
上で、その一部または全部が移転されるという証券化商品に特有の性質を
有するため、これを踏まえたリスク管理を行う必要がございます。
当行では、原資産の内容や証券化スキーム等につき運用部署及びリス

ク管理部署にて内包されるリスク等を十分に検討し、必要に応じＡＬＭ会
議に諮問した上で投資を行っております。

　
●自己資本比率告示第249条第4項第3号から第6号までに規定する体制
の整備及びその運用状況の概要
証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを含む）に該当

する証券化商品に対しては、リスクの状況及びパフォーマンスの評価の
ため、原資産の状況に関するデータや外部格付等の情報を継続的にモニ
タリングし、その結果を定期的にリスク管理部署へ報告する体制を整え
ております。

　
●証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に
使用する方式の名称
信用リスク・アセットの額の算出にあたっては、基礎的内部格付手法

を適用しております。
一定の基準を満たす外部格付が付与されている場合は外部格付凖拠方

式を用いて算出し、その他の場合で原資産の所要自己資本率を把握でき
るものは指定関数方式を用いて算出しております。上記以外の場合は
1,250％のリスク・ウェイトを適用しております。

　
●証券化取引に関する会計方針

当行は、投資家として証券化取引を行っておりますが、会計処理につ
いては、「金融商品に関する会計基準」及び「金融商品会計に関する実
務指針」（会計制度委員会報告第14号）に即して行っております。ま
た、評価方法につきましては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売
却原価は移動平均法により算定）により行っております。なお、グルー
プ会社では証券化取引を行っておりません。

　
●証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用す
る適格格付機関の名称
証券化エクスポージャーにおいて、株式会社格付投資情報センター

（R&I）、株式会社日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベス
ターズ・サービス・インク（Moody's）、Ｓ＆Ｐグローバル・レーテ
ィング（S&P）が付与した格付を使用し、リスク・ウェイトを判定し
ております。

｢パラメータ推計｣は、デフォルト確率（PD）、デフォルト時損失
率（LGD）及びデフォルト時エクスポージャー（EAD）の予測値を
算出（推計）することであり、この推計値を使用して自己資本比率に
おける信用リスク・アセットの額を算出しているほか、統合的リスク
管理における内部管理上の信用リスク量を計測しております。
｢リスクの計量化｣は、内部管理上の信用リスク量を計測することで

あり、潜在的な信用リスクやその変化状況、与信集中リスク状況等を
適切かつ適時に把握・管理することを目的としております。
｢検証｣は、債務者格付、案件格付、プール管理格付及びパラメータ

推計について年1回以上実施するものであり、内部格付制度の正確
性・一貫性の確保及び適切な見直しを行うことを目的としております。
検証の結果を踏まえ、必要に応じこれらの格付制度やパラメータ推計方
法の見直しやパラメータ推計値の修正を検討することとしております。

制度
債務者格付

プール管理格付

パラメータ推計

主な検証内容
格付ランクの序列精度、エクスポージャーの
集中状況、格付の遷移状況など
プール区分の有効性、プール区分内における
リスク水準の均質性など
実績値と比較した推計値の適切性、サンプル
データの適切性など

＜制度ごとの主な検証内容＞

S
A
B
C
D
E
F
G
H
I
J
K
X
Y
Z

正常先

要注意先

要管理先
破綻懸念先
実質破綻先
破綻先

高

低

債務者区分 債務者格付 案件格付 プール管理格付

債務履行
の確実性

予測損失率に
応じた格付を
付与

延滞状況、債
務者特性、取
引特性に基づ
きプール管理
格付を付与

＜内部格付制度の体系＞

債務者格付
債務者単位での格付付与（全与
信先を対象）

パラメータ推計

実績データ等に基づきPD、
LGD、EADを推計

検証

モニタリング（運用監視）

制度の適切性についての
検証を定期的に実施

プール管理格付
明細単位での格付付与（リテール
向け与信を対象）

案件格付

格付の付与

明細単位での格付付与
リスクの計量化

信用リスク量を計測

・個別与信管理
・自己査定
・金利プライシング
・自己資本比率　等への活用

・与信ポートフォリオ管理
・経営戦略　等への活用
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マーケット・リスク

オペレーショナル・リスク

〈定量的な開示事項〉

資料編

自己資本の充実度

●リスク・アセットの額及び所要自己資本の額

リスク・アセットの額 所要自己資本の額リスク・アセットの額 所要自己資本の額
2,809,955
2,345
2,345

2,798,181
871,101
12,356
591,351
150,845
151,332
484,222
14,186
14,493
4,925

301,982
74,801
227,180
51,855
273

14,444
134,808
8,115
165
1,147

2,456,117
149,533
149,533
2,959,489

265,808
187
187

264,866
79,728
1,098
66,127
12,212
12,277
48,963
1,565
1,820
542

24,158
5,984
18,174
4,372
21

1,191
10,784
649
13
91

237,277
11,962
11,962
277,771

信用リスク　（A）
標準的手法が適用されるエクスポージャー
銀行資産

内部格付手法が適用されるエクスポージャー
事業法人向け
特定貸付債権
中堅中小企業向け
ソブリン向け
金融機関等向け
居住用不動産向け
適格リボルビング型リテール向け
その他リテール（事業性）向け
その他リテール（消費性）向け
株式等
　うちマーケット・ベース方式（簡易手法）
　うちPD/LGD方式
みなし計算
証券化
購入債権
その他資産等

CVAリスク相当額を８％で除した額
中央清算機関関連
経過措置によりリスク・アセットに算入した額
(みなし計算・株式等を除く合計)

オペレーショナル・リスク　（B)
粗利益配分手法

合計　（C）＝（A）＋（B)

平成28年3月期

リスク・アセットの額 所要自己資本の額リスク・アセットの額 所要自己資本の額
2,823,230
23,292
2,439
20,853

2,790,489
871,101
12,356
579,323
150,845
151,332
485,576
14,186
14,493
4,936

295,284
78,087
217,197
51,858
273

14,444
144,475
8,115
165
1,166

2,476,086
156,282
156,282
2,979,512

267,131
1,863
195
1,668

264,512
79,728
1,098
65,054
12,212
12,277
49,439
1,565
1,820
546

23,622
6,246
17,375
4,373
21

1,191
11,558
649
13
93

239,135
12,502
12,502
279,634

（単位：百万円）

信用リスク　（A）
標準的手法が適用されるエクスポージャー
内部格付手法適用会社
標準的手法適用会社

内部格付手法が適用されるエクスポージャー
事業法人向け
特定貸付債権
中堅中小企業向け
ソブリン向け
金融機関等向け
居住用不動産向け
適格リボルビング型リテール向け
その他リテール（事業性）向け
その他リテール（消費性）向け
株式等
　うちマーケット・ベース方式（簡易手法）
　うちPD/LGD方式
みなし計算
証券化
購入債権
その他資産等

CVAリスク相当額を８％で除した額
中央清算機関関連
経過措置によりリスク・アセットに算入した額
(みなし計算・株式等を除く合計)

オペレーショナル・リスク　（B)
粗利益配分手法

合計　（C）＝（A）＋（B)

平成28年3月期

平成27年3月期

平成27年3月期

単体

連結

平成27年3月期 平成28年3月期

118,379

単体
平成27年3月期 平成28年3月期

119,180

連結
（単位：百万円）●総所要自己資本額

総所要自己資本額

（注）総所要自己資本額はリスク・アセットの額×４％で算出しております。

（注）1．信用リスク・アセットの額は担保・保証等の信用リスク削減効果を勘案した後の金額で、個別引当金等の適格引当金は勘案しておりません。
　　　　　なお、自己資本比率告示第１５２条で定められた１．０６のスケーリングファクターを考慮しております。
　　　2．標準的手法が適用されるエクスポージャーの所要自己資本の額はリスク・アセットの額×８％で算出しております。  
　　　3．内部格付手法が適用されるエクスポージャーの所要自己資本の額はリスク・アセットの額×８％＋期待損失額で算出しております。  
　　　4．経過措置によりリスク・アセットに算入した額は、自己資本比率告示附則第８条第２項の定めによりリスク・アセットを算出した額であります。  
　　　5．マーケット・リスク相当額にかかる額を算入しておりません。  
　　　6．オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額はオペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額×８％で算出しております。

●その他金融機関等であって銀行の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
　該当ありません。

マーケット・リスク相当額にかかる額を算入しておりません。

● リスク管理の方針及び手続の概要
(1) オペレーショナル・リスクの定義

オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、役職員の
活動もしくはシステムが不適切であること、または外生的な事象によ
り損失を被るリスクをいい、当行では、①事務リスク、②情報セキュ
リティリスク、③法務リスク、④人的リスク、⑤有形資産リスクに
分類して管理しております。

(2) オペレーショナル・リスク管理の基本方針
当行では、オペレーショナル・リスク管理の基本方針を「当行が保

有するすべてのオペレーショナル・リスクを適正に特定・評価・モニ
タリング（監視・警告及び抑止）・コントロールし、これを削減する
ことにより、リスクの総合的な管理態勢を整備、確立すること」と
定めております。

(3) オペレーショナル・リスク管理体制
当行では「オペレーショナル・リスク管理規程」を制定し、オペレ

ーショナル・リスクを構成する個々のリスクを各リスク主管部が専門
的な立場からそれぞれ管理し、オペレーショナル・リスクの管理部門
であるリスク統轄部がこれを総合的に管理する体制を定めております。
また、オペレーショナル・リスク管理を重要な経営課題の一つであ

ると位置付け、頭取を補佐し、業務全般を総括する役付取締役を議長
とする「オペレーショナル・リスク会議」を設置して、オペレーショ
ナル・リスクにかかる問題点を一元的に管理し、対応策を組織的に協
議することで、リスク顕在化の未然防止及び顕在化時の影響極小化に
努めております。

(4) オペレーショナル・リスクの管理手続
①潜在的なリスクに対する管理

事務プロセス、情報システム、有形資産等に内在するオペレーシ
ョナル・リスクを特定し、重要性・脆弱性の両面からリスクコント
ロールの有効性を評価する統制自己評価（CSA：Control　Self 
Assessment）を実施しております。

②顕在化した損失事象に対する管理
事務ミスによる事故やシステム障害等のオペレーショナル・リス

ク事象が発生した場合、速やかに各リスク主管部及びリスク統轄部
に報告される体制を整備しており、収集したデータの分析に取組ん
でおります。

③上記①②により認識した課題は、年度毎に取締役会で制定する
「オペレーショナル・リスク管理プログラム」に記載し、実行・改善
につなげていくといったPDCAサイクルの確立に努めております。

　
●オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　粗利益配分手法を採用しております。

銀行勘定における金利リスク

銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャー
●銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管
理の方針及び手続の概要
　株式等にかかるリスクについては、自己資本及び株式等の評価益をも
とにリスク許容量を設定し管理する方針としております。また、日々の
ポジション・損益を算出し経営陣に報告するとともに、株式等のリスク
量を計測し経営陣に報告するなど十分なリスク管理を行っております。
当行およびグループ会社が保有している株式等については、6か月毎に
実施する自己査定を通して正確な実態把握に努めており、自己査定結果
については、監査部署並びに監査法人の監査を受けております。
　また、評価方法は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均
法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算
日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、
時価のないものについては移動平均法による原価法または償却原価法に
より行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。

●リスク管理の方針及び手続の概要
　金利リスク等の管理方針については、ALM会議において決定し、半期
毎に見直しを行っております。
　金利リスクは、「VaR」、「資産･負債現在価値の変動額（アウトラ
イヤー基準に基づく金利リスク量）」により、各限度額を設定し管理し
ております。
　算出しました各リスク量については、毎月のALM会議において経営
へ報告することとしております。

●内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要
　P.129に記載しております。
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